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実施計画

第５次実施計画

821,044 821,044 1,023,395 1,023,395

1 総
保健福祉総合相
談

複雑・多様化する市民の
福祉相談に対応するた
め、保健福祉総合相談窓
口を設置

全市民
政
策

福祉総務
課

4,320
市民からの相談に適
切に対応し、成果が
出ている。

Ａ 4,320 #
保健福祉に関
する相談

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

1
保健福祉総合相
談

福祉総務
課

相談員として福
祉有資格者を配
置

配置専門（有
資格）相談員
数

年２名 年２名 4,320
相談員として福
祉有資格者を配
置

配置専門（有
資格）相談員
数

年２名 4,320 #
保健福祉に関
する相談

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

1
保健福祉総合相
談

福祉総務
課

市民の福祉相談
への対応の充実

相談件数 年700件 年702件
市民の福祉相談
への対応の充実

相談件数 年700件 #
保健福祉に関
する相談

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1
保健福祉総合相
談

福祉総務
課

地域住民の福祉
相談への対応の
充実

出張相談にお
ける相談件数

年50件 なし

1
保健福祉総合相
談

福祉総務
課 保健福祉部各課

との研修会開催
開催回数 年５回 年１回 保健福祉部各課

との研修会開催
開催回数 年２回 #

保健福祉に関
する相談

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2 総
民生委員・児童
委員との連絡及
び調整

民生委員法に基づき住民
の生活状況の把握、要援
護者の自立相談・助言・
援助及び福祉事務所その
他関係行政機関の業務へ
の協力を求められる民生

民生委
員児童
委員

義
務

福祉総務
課

28,843
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 29,752 7
民生委員・児
童委員との連
絡及び調整

現状維
持

有り 維持

2

民生委員・児童
委員との連絡及
び調整

福祉総務
課

地区民児協定例
会への出席

出席回数 年１２回
12回
（毎月）

地区民児協定例
会への出席

出席回数 年１２回 7
民生委員・児
童委員との連
絡及び調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2

民生委員・児童
委員との連絡及
び調整

福祉総務
課

市民児協各種会
議への出席

出席回数 年２４回 24回
市民児協各種会
議への出席

出席回数 年２４回 7
民生委員・児
童委員との連
絡及び調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2

民生委員・児童
委員との連絡及
び調整

福祉総務
課

民生委員児童委
員及び主任児童
委員との協議

協議回数 年４回 4回 28,843
民生委員児童委
員及び主任児童
委員との協議

協議回数 年４回 29,722 7
民生委員・児
童委員との連
絡及び調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

2

民生委員・児童
委員との連絡及
び調整

福祉総務
課

市主催研修会の
開催

開催回数 年１回 1回 0
市主催研修会の
開催

開催回数 年１回 30 7
民生委員・児
童委員との連
絡及び調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

2

民生委員・児童
委員との連絡及
び調整

福祉総務
課

市民児協及び地
区民児協との協
議・連絡資料の
作成

作成回数 年３６回 36回

市民児協及び地
区民児協との協
議・連絡資料の
作成

作成回数 年３６回 7
民生委員・児
童委員との連
絡及び調整

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

一部の業務を臨時職
員の業務として既に
実施しているが、他
の業務と併せて再任
用職員の業務に含め
る事も可能である。

予算
なし

2

民生委員・児童
委員との連絡及
び調整

福祉総務
課

広報誌による民
生委員児童委員
活動のPR

広報紙一面特
集記事の掲載
期限

６月 7
民生委員・児
童委員との連
絡及び調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3 総 推薦会の開催

民生委員推薦会は、市町
村に置かれ、その任務
は、民生委員法第５条及
び第７条により、民生委
員を推薦し再推薦するこ
と。

自治会
長等及
び候補

者

義
務

福祉総務
課

280
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 690 7
民生委員・児
童委員との連
絡及び調整

現状維
持

なし 維持

3 推薦会の開催
福祉総務

課
欠員補充の内申
依頼

依頼回数 年３回 3回
欠員補充の内申
依頼

依頼回数 年３回 7
民生委員・児
童委員との連
絡及び調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3 推薦会の開催
福祉総務

課
選挙権の有無の
確認

確認回数 年３回 3回
選挙権の有無の
確認

確認回数 年３回 7
民生委員・児
童委員との連
絡及び調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3 推薦会の開催
福祉総務

課 推薦会の開催 開催回数 年３回 3回 280 推薦会の開催
開催回数

年３回 330 7
民生委員・児
童委員との連
絡及び調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

3 推薦会の開催
福祉総務

課
委員長から市長
へ候補者の推薦

推薦回数 年３回 3回
委員長から市長
へ候補者の推薦

推薦回数 年３回 7
民生委員・児
童委員との連
絡及び調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

実施計画
事業名

保健福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

保健福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）
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実施計画

第５次実施計画

821,044 821,044 1,023,395 1,023,395

実施計画
事業名

保健福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

保健福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

3 推薦会の開催
福祉総務

課

市長から茅ヶ崎
保健福祉事務所
長へ候補者の推
薦について進達

進達回数 年３回 3回

市長から茅ヶ崎
保健福祉事務所
長へ候補者の推
薦について進達

進達回数 年３回 7
民生委員・児
童委員との連
絡及び調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3 推薦会の開催
福祉総務

課

県民生委員審査
専門分科会への
出席

出席回数 年３回 3回
県民生委員審査
専門分科会への
出席

出席回数 年３回 7
民生委員・児
童委員との連
絡及び調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3 推薦会の開催
福祉総務

課

委嘱辞令伝達式
及び民生嘱託員
委嘱式

開催回数 年３回 3回
委嘱辞令伝達式
及び民生嘱託員
委嘱式

開催回数
年３回 360 7

民生委員・児
童委員との連
絡及び調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

3 推薦会の開催
福祉総務

課

市長から当該自
治会長及び自治
会連合会長へ内
申者の委嘱の報
告とお礼

報告回数 年３回 3回

市長から当該自
治会長及び自治
会連合会長へ内
申者の委嘱の報
告とお礼

報告回数 年３回 7
民生委員・児
童委員との連
絡及び調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

4 総
民生委員一斉改
選事務

民生委員法に基づき、３
年ごとに民生委員児童委
員の一斉改選を行う。

自治会
長等及
び候補

者

義
務

福祉総務
課

0
時期の遅れはあった
ものの、成果は出て
いる。

Ａ 609 4
民生委員一斉
改選事務

現状維
持

有り
減
ら
す

4
民生委員一斉改
選事務

福祉総務
課

候補者選出母体
の検討

県内各市への
調査依頼

８月 2月

4
民生委員一斉改
選事務

福祉総務
課

定数増減資料の
作成

区域別世帯
数・高齢者世
帯数等データ
収集

８月 2月

区域別世帯数・
高齢者世帯数等
データ収集によ
る定数増減資料
作成

資料作成期限 ５月 4
民生委員一斉
改選事務

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

他の業務と併せて再
任用職員の業務に含
める事も可能であ
る。

予算
なし

4
民生委員一斉改
選事務

福祉総務
課

推薦基準の見直
し

基準の見直し
期限

平成２２
年２月

H22.2月
推薦基準の見直
し

基準の見直し
期限

５月 4
民生委員一斉
改選事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

4
民生委員一斉改
選事務

福祉総務
課 推薦会の開催 開催回数 年１回 ０回 0

推薦基準確認に
伴う推薦会の開
催

開催時期 ５月 110 4
民生委員一斉
改選事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
減
ら
す

4
民生委員一斉改
選事務

福祉総務
課

自治会への推薦
内容の説明及び
依頼

自治会への推
薦依頼時期

６月 4
民生委員一斉
改選事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

4
民生委員一斉改
選事務

福祉総務
課

内申書収受及び
データ入力等に
よる資料作成

資料作成期限 ９月 4
民生委員一斉
改選事務

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

他の業務と併せて再
任用職員の業務に含
める事も可能であ
る。

予算
なし

4
民生委員一斉改
選事務

福祉総務
課

民生委員活動資
料等の作成

作成期限
２３年２
月

499 4
民生委員一斉
改選事務

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

他の業務と併せて再
任用職員の業務に含
める事も可能であ
る。

減
ら
す

5 総
社会福祉協議会
への財政支援並
びに連絡・調整

地域福祉の推進を図るこ
とを目的とする団体であ
る茅ヶ崎市社会福祉協議
会に対し、その運営に係
る費用を補助し、地域福
祉の推進を図る。

(社福)
茅ヶ崎
市社会
福祉協
議会

政
策

福祉総務
課

93,988

社会福祉協議会との
連携により、地域福
祉の推進に成果が出
ている。

Ａ 99,239 5
社会福祉協議
会の機能の充
実

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

5

社会福祉協議会
への財政支援並
びに連絡・調整

福祉総務
課

社会福祉協議会
の運営費に対す
る補助

交付回数 年４回 年４回 93,988
社会福祉協議会
の運営費に対す
る補助

交付回数 年４回 99,239 5
社会福祉協議
会の機能の充
実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

5

社会福祉協議会
への財政支援並
びに連絡・調整

福祉総務
課

各種会議出席等
連絡調整

出席回数 年６回 年６回
各種会議出席等
連絡調整

出席回数 年６回 5
社会福祉協議
会の機能の充
実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

5

社会福祉協議会
への財政支援並
びに連絡・調整

福祉総務
課

茅ヶ崎市福祉総
務課・社会福祉
協議会打合せ

事業の進捗状
況等に係る担
当者級の打合
せの回数

年１２回 年１２回
茅ヶ崎市福祉総
務課・社会福祉
協議会打合せ

事業の進捗状
況等に係る担
当者級の打合
せの回数

年１２回 5
社会福祉協議
会の機能の充
実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6 総
社会福祉基金へ
の補助

市の財政支援を基に茅ヶ
崎市社会福祉協議会が設
置した基金の運用収益金
をもって各種事業を行
う。

(社福)
茅ヶ崎
市社会
福祉協
議会

政
策

福祉総務
課

0
基金への寄附の受入
は整えていたが、実
績がなかった。

Ａ 10 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持
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実施計画

第５次実施計画

821,044 821,044 1,023,395 1,023,395

実施計画
事業名

保健福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

保健福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

6
社会福祉基金へ
の補助

福祉総務
課

社会福祉基金へ
の補助

適切に支出で
きた件数

随時 なし 0
社会福祉基金へ
の補助

適切に支出で
きた件数

随時 10 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
他の業務と併せて、
再任用職員の活用可
である。

維持

6
社会福祉基金へ
の補助

福祉総務
課

社会福祉基金管
理委員会への参
加

参加回数 年１回 年１回
社会福祉基金管
理委員会への参
加

参加回数 年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7 総
社会福祉協議会
事務所等の管理

茅ヶ崎市社会福祉協議会
の事務所の賃借料の支出
等管理費を支出する。

(社福)
茅ヶ崎
市社会
福祉協
議会

政
策

福祉総務
課

26,220
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 26,464 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

7
社会福祉協議会
事務所等の管理

福祉総務
課

社会福祉協議会
事務所の賃借料
等管理費の支出

適切に支出で
きた件数

随時 随時 26,220
社会福祉協議会
事務所の賃借料
等管理費の支出

適切に支出で
きた件数

随時 26,464 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
他の業務と併せて、
再任用職員の活用可
である。

維持

8 総
民生委員児童委
員協議会への補
助金交付

市民生委員児童員協議会
が行う事務・事業に要す
る経費に対し補助金を交
付し、民生委員児童委員
活動の円滑な推進を図
る。

民生委
員児童
委員

政
策

福祉総務
課

2,755
目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ 2,762 7
民生委員・児
童委員との連
絡及び調整

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

8

民生委員児童委
員協議会への補
助金交付

福祉総務
課 補助金交付 交付期限

第１四半
期

第１四半
期

2,755 補助金交付 交付期限
第１四半
期

2,762 7
民生委員・児
童委員との連
絡及び調整

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

他の業務と併せて再
任用職員の業務に含
める事も可能であ
る。

維持

8

民生委員児童委
員協議会への補
助金交付

福祉総務
課

市民児協主催事
業への参加

参加時期

総会５月

研修会８
月、２月

総会５月

研修会８
月、２月

市民児協主催事
業への参加

参加時期

総会５月

研修会８
月、２月

7
民生委員・児
童委員との連
絡及び調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

9 総
保護司との連絡
及び調整

保護司会へ側面から支援
をすることで青少年の非
行の防止及び更生を図
る。

保護司
政
策

福祉総務
課

308
目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ 308 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

9
保護司との連絡
及び調整

福祉総務
課 補助金交付 交付期限

第１四半
期

第１四半
期

308 補助金交付 交付期限
第１四半
期

308 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

他の業務と併せて再
任用職員の業務に含
める事も可能であ
る。

維持

9
保護司との連絡
及び調整

福祉総務
課

主催事業への参
加（社会を明る
くする運動）

参加時期
平成２１
年７月

平成２１
年７月

主催事業への参
加（社会を明る
くする運動）

参加時期
平成２２
年７月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

10 総
遺族互助会への
支援

会員の相互扶助の精神を
基本とし、戦没者英霊の
顕彰と戦没者遺家族の援
護。
組織の充実と会員相互の
親睦と福祉の増進を図る

遺族互
助会員

政
策

福祉総務
課

238
目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ 238 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

10
遺族互助会への
支援

福祉総務
課 補助金交付 交付期限

第１四半
期交付

第１四半
期交付

238 補助金交付 交付期限
第１四半
期交付

238 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

他の業務と併せて再
任用職員の業務に含
める事も可能であ
る。

維持

10
遺族互助会への
支援

福祉総務
課

遺族互助会運営
協力

総会支援時期
平成２１
年５月

平成２１
年５月

遺族互助会運営
協力

総会支援時期
平成２２
年５月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

11 総
被爆者の会に関
すること

被爆者の健康の保持及び
増進並びに福祉の向上を
目的する。

被爆者
政
策

福祉総務
課

40
目標とする期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ 40 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

11
被爆者の会に関
すること

福祉総務
課 補助金交付 交付期限

第一四半
期交付

第１四半
期交付

40 補助金交付 交付期限
第一四半
期交付

40 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

他の業務と併せて再
任用職員の業務に含
める事も可能であ
る。

維持

11
被爆者の会に関
すること

福祉総務
課

主催事業への参
加

総会等の支援
時期

平成２１
年５月

H21.5月
主催事業への参
加

総会等の支援
時期

平成２２
年５月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

12 総
被爆者の援護に
関すること

国による被爆者医療給付
等の救済策を補足して、
被爆者の実情を勘案し財
政援助する。

市内在
住の被
爆者手
帳受給

者

政
策

福祉総務
課

1,536
目標とする期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ 1,656 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持
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実施計画

第５次実施計画

821,044 821,044 1,023,395 1,023,395

実施計画
事業名

保健福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

保健福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

12
被爆者の援護に
関すること

福祉総務
課 援護手当の支給 支給期限

平成２１
年８月

H21.8月 1,536 援護手当の支給 支給期限
平成２２
年８月

1,656 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

他の業務と併せて再
任用職員の業務に含
める事も可能であ
る。

維持

12
被爆者の援護に
関すること

福祉総務
課 援護手当の広報

広報紙等への
掲載

平成２１
年６月

H21.6月 援護手当の広報
広報紙等への
掲載

平成２２
年６月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

13 総
小災害被害の調
査、見舞金、物
資の配布

災害救助法適用外の災害
により住家等に半焼
（壊）以上の被害を受け
た被災者を応急に援護す
る。

被災者
政
策

福祉総務
課

480
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 1,600 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

13

小災害被害の調
査、見舞金、物
資の配布

福祉総務
課

小災害被害者に
対する支援

適切に見舞金
を支給した割
合

１００％
１００％
(10件)

480
小災害被害者に
対する支援

適切に見舞金
を支給した割
合

１００％ 1,600 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

他の業務と併せて再
任用職員の業務に含
める事も可能であ
る。

維持

14 総 戦没者追悼式

戦没者追悼式は戦没者を
追悼し、平和を祈念する
とともに戦争のない世代
層に追悼事業を通して恒
久平和への意識の涵養を
図り、戦争の悲惨さと平
和の尊さが伝承されてい
くことを願って毎年３月
に市民文化会館で実施さ
れている。

遺族互
助会員
及びそ
の他の
遺族

政
策

福祉総務
課

1,491
目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ 1,515 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

14 戦没者追悼式
福祉総務

課 市戦没者追悼式
市主催戦没者
追悼式の開催

平成２２
年３月

平成２２
年３月

1,404 市戦没者追悼式
市主催戦没者
追悼式の開催

平成２３
年３月

1,415
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

14 戦没者追悼式
福祉総務

課 県戦没者追悼式
県戦没者追悼
式への送迎

平成２１
年５月

平成２１
年５月

87 県戦没者追悼式
県戦没者追悼
式への送迎

平成２２
年５月

100
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

15 総
地域福祉計画の
推進

「住み慣れた地域で自分
らしく幸せに暮らした
い」という市民の願いを
実現するため地域福祉計
画を推進

全市民
政
策

地域福祉計画
の見直し

福祉総務
課

4,238
予定した事業を適切
に実施しており。成
果が出ている。

Ａ 2,740 1
地域福祉計画
の推進

未 高 高 高 縮小 有り
減
ら
す

15
地域福祉計画の
推進

福祉総務
課

地域福祉計画推
進委員会の開催

開催回数 年５回 年７回 662
地域福祉計画推
進委員会の開催

開催回数 年４回 495 1
地域福祉計画
の推進

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

15
地域福祉計画の
推進

福祉総務
課

地域福祉説明
会・出前講座の
開催

依頼回数
まなび講
座・年2
回

0回
地域福祉説明
会・出前講座の
開催

依頼回数
まなび講
座・年2
回

1
地域福祉計画
の推進

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

15
地域福祉計画の
推進

福祉総務
課

地域福祉活動交
流会の開催

開催回数 年１回 年１回 146
地域福祉活動交
流会の開催

開催回数 年１回 80 1
地域福祉計画
の推進

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

15
地域福祉計画の
推進

福祉総務
課

地域福祉活動交
流会開催に係る
資料の印刷製
本、アンケート
集計

対象人数 ２００人 1
地域福祉計画
の推進

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
他の業務と併せて、
再任用職員の活用可
である。

予算
なし

15
地域福祉計画の
推進

福祉総務
課

地域福祉計画推
進調整会議の開
催

開催回数 年３回 年３回
地域福祉計画推
進調整会議の開
催

開催回数 年３回 1
地域福祉計画
の推進

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

15
地域福祉計画の
推進

福祉総務
課

社協活動計画推
進委員会への参
加

参加回数 年５回 年４回
社協活動計画推
進委員会への参
加

参加回数 年11回 1
地域福祉計画
の推進

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

15
地域福祉計画の
推進

福祉総務
課

神奈川県地域福
祉支援計画との
連携

会議等開催回
数

年２回 年２回
神奈川県地域福
祉支援計画との
連携

会議等開催回
数

年２回 1
地域福祉計画
の推進

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

15
地域福祉計画の
推進

福祉総務
課

地域福祉計画推
進作業部会の開
催

開催回数 年１２回 年３回
地域福祉計画推
進作業部会の開
催

開催回数 年１２回 1
地域福祉計画
の推進

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 22
所期の目的を達成し
ているため、廃止に
向けて検討

予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

821,044 821,044 1,023,395 1,023,395

実施計画
事業名

保健福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

保健福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

15
地域福祉計画の
推進

福祉総務
課

次期地域福祉計
画の策定

計画策定時期 22年3月 22年3月 3,430

15
地域福祉計画の
推進

福祉総務
課

第２期地域福祉
計画説明会の開
催

開催地区 １２地区 1
地域福祉計画
の推進

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

15
地域福祉計画の
推進

福祉総務
課

広報紙特集号の
作成による第２
期地域福祉計画
の周知

発行部数
86,000
部

695 1
地域福祉計画
の推進

不
可

必
要

済
不
可

無 有り 22 事業終了
減
ら
す

15
地域福祉計画の
推進

福祉総務
課

第２期地域福祉
計画の計画指標
に係るアンケー
ト調査の実施

有効回答件数 1,200件 1,470 1
地域福祉計画
の推進

不
可

必
要

済
不
可

無 有り 22 事業終了
減
ら
す

15
地域福祉計画の
推進

福祉総務
課

地区懇談会の開
催

開催地区 １２地区 １２地区
地区懇談会の開
催

開催地区 １２地区 1
地域福祉計画
の推進

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

15
地域福祉計画の
推進

福祉総務
課

地区懇談会開催
に係る資料の印
刷製本、アン
ケート集計

対象地区数 １２地区 1
地域福祉計画
の推進

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
他の業務と併せて、
再任用職員の活用可
である。

予算
なし

16 総
地域福祉活動の
支援

「住み慣れた地域で自分
らしく幸せに暮らした
い」という市民の願いを
実現するため地域福祉計
画を推進

全市民
政
策

地域福祉活動
支援事業

福祉総務
課

12,841

地域福祉活動拠点整
備及び人材育成事業
を実施し、成果が出
ている。

Ａ 17,371 1
地域福祉計画
の推進

未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

16
地域福祉活動の
支援

福祉総務
課

地域福祉活動拠
点となる地区ボ
ランティアセン
ターの整備

地区ボラン
ティアセン
ター整備数

９か所 ８か所 11,450

地域福祉活動拠
点となる地区ボ
ランティアセン
ターの整備

地区ボラン
ティアセン
ター整備数

１２か所 15,718 1
地域福祉計画
の推進

不
可

必
要

済 済 無 なし
増
や
す

16
地域福祉活動の
支援

福祉総務
課

地区ボランティ
アセンターの公
共施設活用促進

公共施設検討
会議への出席

随時 随時
地区ボランティ
アセンターの公
共施設活用促進

公共施設検討
会議への出席

随時 1
地域福祉計画
の推進

不
可

必
要

済 済 無 なし
予算
なし

16
地域福祉活動の
支援

福祉総務
課

地域福祉を担う
人材の育成、養
成のための講座
の開催

地区ボラン
ティア育成講
座・地域福祉
の担い手育成
推進委員会の
開催

ボラ育
成：年8
回
担い手育
成：年8
回

ボラ育
成：年
11回、
担い手育
成：年5
回

1,391

地域福祉を担う
人材の育成、養
成のための講座
の開催

地区ボラン
ティア育成講
座・地域福祉
の担い手育成
推進委員会の
開催

ボラ育
成：年8
回
担い手育
成：年8
回

1,653 1
地域福祉計画
の推進

不
可

必
要

済 済 無 なし 維持

16
地域福祉活動の
支援

福祉総務
課

地域福祉等推進
特別支援事業補
助金申請

県との協議回
数

年３回 年３回
地域福祉等推進
特別支援事業補
助金申請

県との協議回
数

年３回 1
地域福祉計画
の推進

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

17 総
コーディネー
ター配置事業
（モデル事業）

身近な地域での相談支援
体制の構築

モデル
地区

政
策

地域福祉活動
支援事業

福祉総務
課

664 1
地域福祉計画
の推進

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

17

コーディネー
ター配置事業
（モデル事業）

福祉総務
課

コーディネー
ター配置事業の
モデル地区の選
定

モデル地区数 ２地区 1
地域福祉計画
の推進

不
可

必
要

済 済 無 なし
予算
なし

17

コーディネー
ター配置事業
（モデル事業）

福祉総務
課

地域福祉推進に
係る先進都市の
視察

視察場所数 ２か所 240 1
地域福祉計画
の推進

不
可

必
要

済 済 無 なし 維持

17

コーディネー
ター配置事業
（モデル事業）

福祉総務
課

コーディネータ
研修

研修回数 ４回 424 1
地域福祉計画
の推進

不
可

必
要

済 済 無 なし 維持

18 総
平和の礎の維持
管理

昭和４２年に建立した
「平和慰霊塔」を建替え
平成２０年３月より「平
和の礎」として維持管理
を行う。

戦没者
の遺族

施
管

福祉総務
課

30
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 116 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持
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実施計画

第５次実施計画

821,044 821,044 1,023,395 1,023,395

実施計画
事業名

保健福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

保健福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

18
平和の礎の維持
管理

福祉総務
課

平和の礎自由参
拝の実施

実施回数 年１回 １回 30
自由参拝のため
の機会提供

ライトアップ
期間

通年 116 可
不
要

可 可 無 有り 23
適切な管理主体があ
れば、直営の必要は
ない。

維持

19 総
福祉会館の運営
管理

市民の福祉の増進及び福
祉活動の育成発展を図る
ため茅ヶ崎市福祉会館を
設置し、高齢者をはじめ
障がい者や多くの社会福
団体が利用で来る環境づ

福祉活
動団体
等会館
利用者

施
管

福祉会館再整
備事業

福祉総務
課

19,894
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 19,577 #
福祉会館の運
営管理

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

19
福祉会館の運営
管理

福祉総務
課

福祉会館の運営
管理（指定管
理）

開館日数
年３０６
日

18,952 #
福祉会館の運
営管理

済
不
要

済
不
可

無 なし 維持

19
福祉会館の運営
管理

福祉総務
課

福祉会館の運営
管理

利用者数 年６万人
70,135
人

19,731
福祉会館の使用
承認業務（指定
管理）

利用者数 年７万人 #
福祉会館の運
営管理

済
不
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

19
福祉会館の運営
管理

福祉総務
課

アスベストの浮
遊調査（測定委
託及び目視調
査）

調査回数

年４回
（委託調
査１回、
目視調査
３回）

３回
（委託１
回、目視
２回）

143

アスベストの浮
遊調査（測定委
託及び目視調
査）

調査回数

年４回
（委託調
査１回、
目視調査
３回）

625 #
福祉会館の運
営管理

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

19
福祉会館の運営
管理

福祉総務
課

海岸青少年会館
及び福祉会館複
合施設再整備検
討会議への出席

出席回数 年１０回 １１回

海岸青少年会館
及び福祉会館複
合施設再整備検
討会議への出席

出席回数 年１回 #
福祉会館の運
営管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

19
福祉会館の運営
管理

福祉総務
課

施設管理運営体
制の検討

検討期限
２３年３
月 #

福祉会館の運
営管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

19
福祉会館の運営
管理

福祉総務
課

指定管理業務モ
ニタリング（月
次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

１２回
指定管理業務モ
ニタリング（月
次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

#
福祉会館の運
営管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

19
福祉会館の運営
管理

福祉総務
課

指定管理業務モ
ニタリング（年
次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 １回
指定管理業務モ
ニタリング（年
次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 #
福祉会館の運
営管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

19
福祉会館の運営
管理

福祉総務
課

指定管理業務モ
ニタリング（利
用者アンケー
ト）

利用者アン
ケートの実施

年１回 １回

指定管理業務モ
ニタリング（利
用者アンケー
ト）

利用者アン
ケートの実施

年１回 #
福祉会館の運
営管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

19
福祉会館の運営
管理

福祉総務
課

指定管理業務モ
ニタリング（実
地調査）

導入施設への
実地調査回数

（年４
回）

２回
指定管理業務モ
ニタリング（実
地調査）

導入施設への
実地調査回数

（年４
回） #

福祉会館の運
営管理

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

19
福祉会館の運営
管理

福祉総務
課

指定管理者の選
定業務

施設数 １施設 １施設 20

20 総
被災者生活再建
支援

被災者生活再建支援法
は、自然災害により居住
する住宅、生活用品等そ
の他生活基盤に著しい被
害を受けたもので、経済
的理由等によって自立し

被災者
義
務

福祉総務
課

0
災害に備え、適切に
事務を行っており、
成果が出ている。

Ａ 2,500
現状維

持
なし 維持

20
被災者生活再建
支援

福祉総務
課

支給申請書の受
付・確認等

適切に受付で
きた割合

１００％ 未執行
支給申請書の受
付・確認等

適切に受付で
きた割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

20
被災者生活再建
支援

福祉総務
課

支給申請書の等
のとりまとめ及
び都道府県への
送付

適切に送付で
きた割合

１００％ 未執行

支給申請書の等
のとりまとめ及
び都道府県への
送付

適切に送付で
きた割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

20
被災者生活再建
支援

福祉総務
課

弔慰金並びに障
害見舞金の支給

適切に支給で
きた割合

１００％ 未執行 0
弔慰金並びに障
害見舞金の支給

適切に支給で
きた割合

１００％ 2,500
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

20
被災者生活再建
支援

福祉総務
課

使途実績報告書
の受付・確認等

適切に受付で
きた割合

１００％ 未執行
使途実績報告書
の受付・確認等

適切に受付で
きた割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

821,044 821,044 1,023,395 1,023,395

実施計画
事業名

保健福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

保健福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

21 総
行政機関・福祉
事務所実習生の
受入れ

福祉を学ぶ大学生又は専
門学校生の現場実習の受
入により次代の福祉を担
う人材を育成

学生
政
策

福祉総務
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 低

休・廃
止に向
けて検

討

有り
予算
なし

21

行政機関・福祉
事務所実習生の
受入れ

福祉総務
課

大学等と庁内関
係課との連絡及
び受入の調整

大学等の数 年２校 年２校
大学等と庁内関
係課との連絡及
び受入の調整

大学等の数 年２校 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
他の業務と併せて、
再任用職員の活用可
である。

予算
なし

21

行政機関・福祉
事務所実習生の
受入れ

福祉総務
課

受け入れた実習
生の評価

受入実習生の
人数と期間

年4名
一人当た
り12日
間

年2名
受け入れた実習
生の評価

受入実習生の
人数と期間

年2名
一人当た
り12日
間

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
他の業務と併せて、
再任用職員の活用可
である。

予算
なし

22 総
福祉有償運送道
路運送登録支援

移動制約者の外出を支援
するため、ＮＰＯ法人等
の福祉有償運送登録のた
めの助言等を行う。

NPO
法人等

義
務

福祉総務
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

22
福祉有償運送道
路運送登録支援

福祉総務
課

ＮＰＯ法人等の
道路運送法登録
支援

申請件数
四半期報告事
業所

2件（市
内事業
所）
5事業所

1件（市
内事業
所）
5事業所

ＮＰＯ法人等の
道路運送法登録
支援

申請件数
四半期報告事
業所

2件（市
内事業
所）
7事業所

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

22
福祉有償運送道
路運送登録支援

福祉総務
課

湘南東部地区運
営協議会の開催

開催回数 年４回 年４回
湘南東部地区運
営協議会への出
席

出席回数 年４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

23 総
特別給付金、特
別弔慰金の申請
書の受付

法定受託事務として申請
書の受理から国債の発行
を代行する。

戦没者
の遺族
の受給
対象者

義
務

福祉総務
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし

23

特別給付金、特
別弔慰金の申請
書の受付

福祉総務
課 請求書の受領

請求書の受領
件数

年１５件 ４３件 請求書の受領
適切に受領し
た割合

１００％ 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

他の業務と併せて再
任用職員の業務に含
める事も可能であ
る。

予算
なし

23

特別給付金、特
別弔慰金の申請
書の受付

福祉総務
課 県への進達 進達件数 年６件 ４３件 県への進達

適切に進達し
た割合

１００％ 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

他の業務と併せて再
任用職員の業務に含
める事も可能であ
る。

予算
なし

23

特別給付金、特
別弔慰金の申請
書の受付

福祉総務
課 裁定通知の受理 受理件数 年６件 ３３件 裁定通知の受理

適切に裁定通
知を受理した
割合

１００％ 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

他の業務と併せて再
任用職員の業務に含
める事も可能であ
る。

予算
なし

23

特別給付金、特
別弔慰金の申請
書の受付

福祉総務
課

国債の受領及び
発行

受領及び発行
件数

年６件 ２５件
国債の受領及び
発行

適切に受領及
び発行した割
合

１００％ 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

他の業務と併せて再
任用職員の業務に含
める事も可能であ
る。

予算
なし

24 総
日赤茅ヶ崎市地
区との連絡

大規模災害発生時に適切
に被災者の援護に当たる

日赤
茅ヶ崎
市地区

政
策

福祉総務
課

災害に備え、適切に
事務を行っており、
成果が出ている。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

24
日赤茅ヶ崎市地
区との連絡

福祉総務
課

被害状況の連絡
及び情報収集等

適切に連絡等
できた割合

１００％ 未執行
被害状況の連絡
及び情報収集等

適切に連絡等
できた割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

24
日赤茅ヶ崎市地
区との連絡

福祉総務
課 援助物資の配布

適切に配布で
きた割合

１００％ 未執行 援助物資の配布
適切に配布で
きた割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

25 総
表彰に関するこ
と

関係機関等からの民生行
政に係る表彰等の照会に
対し、部内各課・関係機
関等へ照会し、とりまと
め、推薦等の処理を行
う。

福祉関
係団体
及び福
祉関係

者

義
務

福祉総務
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

25
表彰に関するこ
と

福祉総務
課

民生行政に係る
表彰事務処理

適切に処理で
きなかった件
数

年０件 ０件
民生行政に係る
表彰事務処理

適切に処理を
行った割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

26 総
社会福祉統計の
総括

全国の社会福祉施設等の
数、在所者及び従事者の
状況等を把握し、社会福
祉行政推進のための基礎
資料を得るとともに、社
会福祉施設等名簿を作成

国及び
県

義
務

福祉総務
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

821,044 821,044 1,023,395 1,023,395

実施計画
事業名

保健福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

保健福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

26
社会福祉統計の
総括

福祉総務
課

施設等調査・事
業所調査・基礎
調査等

適切に報告で
きなかった件
数

年０件 ０件
施設等調査・事
業所調査・基礎
調査等

適切に報告し
た割合

１００％ 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

他の業務と併せて再
任用職員の業務に含
める事も可能であ
る。

予算
なし

27 総
厚生労働省への
民生委員に係る
報告

厚生労働省の所掌事務に
関する政策の企画及び立
案に必要な基礎資料を得
るとともに各種調査の調
査客体を抽出するための
親標本を設定することを

国及び
県

義
務

福祉総務
課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

27

厚生労働省への
民生委員に係る
報告

福祉総務
課

社会福祉統計報
告事務

民生委員に係
る報告回数

年１回 1回
社会福祉統計報
告事務

民生委員に係
る報告回数

年１回
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

28 総
福祉センター整
備の検討

福祉活動の拠点及び市民
参加の利便性の向上を図
るため、総合的な福祉セ
ンターの機能、規模等に
ついて検討する。

市民
政
策

保健福祉セン
ターの整備

福祉総務
課

未着手事業 Ｚ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

28
福祉センター整
備の検討

福祉総務
課

庁内関係各各課
との具体的施設
構想に係る調
整・検討

調整・検討期
限

平成２２
年３月

未着手
庁内関係各課と
の施設構想に係
る検討

検討期限
２３年３
月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

28
福祉センター整
備の検討

福祉総務
課

規模・機能等確
定のための社会
福祉協議会等へ
のヒアリング実
施

ヒアリングに
よる調整期限

平成２２
年３月

未着手

29 総
保健師活動支援
事業

保健衛生活動の向上 保健師
内
部

健康づく
り課

87
研修は市民サービス
に生かされており成
果が出ている。

Ａ 21
現状維

持
なし 維持

29
保健師活動支援
事業

　
健康づく

り課
各種研修の受講
等

受講件数 年１件 年２件 87
各種研修の受講
等

受講件数 年１件 21
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

701 総
健康手帳交付事
業

自らの適正な健康管理及
び適切な医療の確保

40歳
以上の
市民

義
務

健康づく
り課

271

社会的環境の変化よ
りニーズが低下して
おり、今後成果は見
込めない。

Ｅ 終了 なし
予算
なし

701
健康手帳交付事
業

健康づく
り課

４０歳以上の特
定保健指導受診
者等に交付

交付件数
年2500
件

年862件 271

30 総 健康相談事業

本人及び家族に個別の相
談、必要な助言をし、個
人の適切な健康管理に資
する。

一般成
人

義
務

健康づく
り課

2,022
適切に事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 2,172
現状維

持
有り 維持

30 健康相談事業
健康づく

り課

保健センター、
公民館等での健
康に関する相談
指導

実施回数
年１３２
回

年１３２
回

2,022
保健センターで
の、健康に関す
る相談指導

開庁日（日
数）

２４３日 2,172 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 24
再任用、臨時職員
（保健師、栄養士取
得者）

維持

31 総
予約制健康相談
事業（旧：健康
よろず相談）

生活習慣病の予防

４０歳
以上の
者、そ
の家族

義
務

健康づく
り課

66
適切に事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 127
現状維

持
有り 維持

31

予約制健康相談
事業（旧：健康
よろず相談）

健康づく
り課

市役所健康診断
室において予約
制による健康相
談

実施回数 年１２回 年１２回 66

市役所・保健セ
ンターにおいて
予約制による健
康相談

実施回数 年１２回 127 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
再任用、臨時職員
（保健師、栄養士取
得者）

維持

32 総
女性特有のがん
検診推進事業

がん予防、早期発見治療

２０歳
以上の
女性市
民(年
齢指定
あり）

政
策

健康づく
り課

13,383
目標値に達しなかっ
たが成果は出てい
る。

Ｃ 14,820 2
がん検診の充
実

未 高 中 高
現状維

持
なし 維持

32
女性特有のがん
検診推進事業

健康づく
り課

施設検診及び集
団検診の委託、
実施（乳房、子
宮）（補正）

受診率 50％

11.4％
（年
1,851
人）

13,383

施設検診及び集
団検診の委託、
実施
（乳房、子宮）

受診率 50% 14,820 2
がん検診の充
実

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

33 総 健康診査事業
疾患の疑いのある者のス
クリーニング及び健康保
持

７５歳
以上の
市民

義
務

健康づく
り課

90,263
目標値に達しなかっ
たが成果は出てい
る。

Ｃ 118,880
現状維

持
有り 維持
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実施計画

第５次実施計画

821,044 821,044 1,023,395 1,023,395

実施計画
事業名

保健福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

保健福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

33 健康診査事業
健康づく

り課

医療機関への委
託、要指導者等
の把握

受診者数
年
13,200
人

年
10,461
人

90,263
医療機関への委
託、要指導者等
の把握

受診者数
年
12,080
人

118,880 可
必
要

済
不
可

無 有り 23
他の業務と併せて再
任用職員の活用可。

維持

34 総 がん検診事業 がん予防、早期発見治療
必要な
一般成

人

政
策

がん検診の充
実

健康づく
り課

350,048
適切に事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 389,942 2
がん検診の充
実

未 高 中 高 拡大 有り 維持

34 がん検診事業
健康づく

り課

施設検診及び集
団検診の委託、
実施
（胃、大腸、
肺、乳房、子
宮）

受診者数
年
81,100
人

年
75,038
人

350,048

施設検診及び集
団検診の委託、
実施
（胃、大腸、
肺、乳房、子
宮）

受診者数

年
81,200
人(のべ
人数）

389,942 2
がん検診の充
実

可
必
要

済
不
可

無 有り 23
検診機関の拡大
他の業務と併せて再
任用職員の活用可。

維持

35 総
肝炎ウィルス検
査事業

肝炎による健康障害の回
避

４０歳
以上の
市民の
うち必
要のあ
る者

義
務

健康づく
り課

6,182
目標値に達しなかっ
たが成果は出てい
る。

Ｃ 7,296
現状維

持
有り 維持

35
肝炎ウィルス検
査事業

健康づく
り課

医療機関への委
託、要指導者等
の把握

受診者数
年3,300
人

年2,030
人

6,182
医療機関への委
託、要指導者等
の把握

受診者数
年2,200
人

7,296 可
必
要

済
不
可

無 有り 23
他の業務と併せて再
任用職員の活用可。

維持

36 総
成人歯科健康診
査事業

成人の健康保持及び増進

４０～
７０歳
の市民
（年齢
指定有
り）

義
務

健康づく
り課

5,734
目標値に達しなかっ
たが成果は出てい
る。

Ｃ 11,497
現状維

持
有り 維持

36
成人歯科健康診
査事業

健康づく
り課

医療機関への委
託、実施

受診者数
年3,200
人

年1,513
人

5,734
医療機関への委
託、実施

受診者数
年2,500
人

11,497 可
必
要

済
不
可

無 有り 23
他の業務と併せて再
任用職員の活用可。

維持

37 総 訪問指導事業
日常生活上の必要な指導
を行うことによる健康の
保持及び増進

保健指
導を必
要とす
る市民

義
務

健康づく
り課

138

適切に事務を行って
おり成果が出てい
る。目標値の50件
中40件は子ども対
象。

Ａ 99
現状維

持
有り 維持

37 訪問指導事業
健康づく

り課

保健師等が家庭
を訪問し必要な
保健、指導を行
う。

訪問件数
年５０件 成人分年

１０件
138

保健師等が家庭
を訪問し必要な
保健、指導を行
う。

訪問件数
年１０件

99 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
再任用、臨時職員
（保健師、栄養士取
得者）で対応

維持

38 総 機能訓練事業
日常生活の自立に向けた
支援

言語障
害のあ
る４０
歳以上
の者

義
務

健康づく
り課

224
適切に事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 290
現状維

持
有り 維持

38 機能訓練事業
健康づく

り課

失語症の方に、
言語機能の能力
向上と維持のた
めの集団指導を
行う。

実施回数 年１２回 年１２回 224

失語症の方に、
言語機能の能力
向上と維持のた
めの集団指導を
行う。

実施回数 年１２回 290 可
必
要

済
不
可

無 有り 23
再任用、臨時職員
（保健師、栄養士取
得者）で対応

維持

39 総
予防接種健康被
害救済事業

予防接種に起因する健康
被害者の救済

予防接
種健康
被害者

義
務

健康づく
り課

6,475
適切に事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 6,391
現状維

持
なし 維持

39
予防接種健康被
害救済事業

健康づく
り課 扶助費の支出

医療費、障害
年金の支給月

平成21
年6･9・
12月、
平成22
年3月

平成21
年6･9・
12月、
平成22
年3月

6,475 扶助費の支出
医療費、障害
年金の支給月

平成22
年6･9・
12月、
平成23
年3月

6,391
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

40 総
難病患者等居宅
生活支援事業

難病患者に対する日常生
活の自立に対する支援

特定疾
患者

義
務

健康づく
り課

77

適切に事務を行って
おり成果が出てい
る。目標値に達しな
かったのは6月で休
止となったため

Ａ 451
現状維

持
なし 維持

40
難病患者等居宅
生活支援事業

健康づく
り課

対象の認定、委
託料の支払い

支払い回数 年１２回 年３回 77
対象の認定、委
託料の支払い

委託料支払い 随時 451
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

41 総 予防接種事業
感染の恐れのある疾病の
予防

法定年
齢内及
び希望
する市

民

義
務

健康づく
り課

66,477
目標とした数値を超
え、成果が出ている Ａ 77,729

現状維
持

なし 維持

41 予防接種事業
健康づく

り課

個別予防接種
（季節性インフ
ルエンザ）

接種者数
年
22,000
人

年
22,056
人

66,477
個別予防接種
（季節性インフ
ルエンザ）

接種者数
年
23,000
人

77,729
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

821,044 821,044 1,023,395 1,023,395

実施計画
事業名

保健福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

保健福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

42 総
新型インフルエ
ンザ予防接種事
業

感染の恐れのある疾病の
重症化の予防

希望す
る市民

義
務

健康づく
り課

3,021

市民ニーズはあり、
制度の積極的な周知
により今後成果が見
込める

Ｃ 105,313
現状維

持
なし 維持

42

新型インフルエ
ンザ予防接種事
業

健康づく
り課

個別予防接種
（新型インフル
エンザ）（補
正）

接種者数
年
51,000
人

年759人 3,021
個別予防接種
（新型インフル
エンザ）

接種者数
年1,100
人

105,313
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

43 総 結核予防事業 疾病（結核）の予防
１５歳
以上の
市民

義
務

健康づく
り課

630
目標とした数値を超
え、成果が出ている Ａ 650

現状維
持

なし 維持

43 結核予防事業
健康づく

り課 結核住民検診 受診者数 年210人 年232人 630 結核住民検診 受診者数 年230人 650
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

44 総 感染症予防事業 感染症の予防

感染症
患者が
いた区

域

義
務

健康づく
り課

0 対象事業発生なし Ａ 300
現状維

持
なし 維持

44 感染症予防事業
健康づく

り課

感染症患者がい
た区域の消毒の
委託

適切に予防で
きた割合

年100% 該当なし 0
感染症患者がい
た区域の消毒の
委託

適切に予防で
きた割合

年100% 300
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

45 総 献血事業 献血及び献血思想の普及

16歳
から
69歳
の市内
在住・
在勤者

義
務

健康づく
り課

251

献血者数、献血量と
もに前年より減少し
たが、活動目標は上
回り、成果が出てい
る。

Ａ 300
現状維

持
有り 維持

45 献血事業
健康づく

り課

献血の計画、調
整、採血他献血
の啓発

献血の実施回
数

年８８回 年９８回 251
献血の計画、調
整、採血他献血
の啓発

献血の実施回
数

年８８回 300 可
必
要

済
不
可

無 有り 23

一部の業務について
は他の業務と併せ
て、再任用職員の活
用可である

維持

46 総
医療関係団体補
助事業

救急医療の確保及び三師
会等保健医療協力団体の
事業に対する補助金の交
付

医療関
係団体

政
策

健康づく
り課

2,548

目標とした期限まで
に事務を行い、健
康、医療の充実に成
果をあげている。

Ａ 2,628 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

46
医療関係団体補
助事業

健康づく
り課

耳鼻咽喉科救急
医療運営補助

補助金交付の
期限

平成２１
年６月３
０日

市の負担
分なしの
為、交付
せず

0
耳鼻咽喉科救急
医療運営補助

補助金交付の
期限

平成２２
年６月３
０日

40 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

一部の業務について
は他の業務と併せ
て、再任用職員の活
用可である

維持

46
医療関係団体補
助事業

健康づく
り課

眼科救急医療運
営補助

補助金交付の
期限

平成２２
年２月２
８日

平成２２
年２月５
日

100
眼科救急医療運
営補助

補助金交付の
期限

平成２３
年２月２
８日

140 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

一部の業務について
は他の業務と併せ
て、再任用職員の活
用可である

維持

46
医療関係団体補
助事業

健康づく
り課

医療保健協力団
体補助金の交付

補助金交付の
期限

平成２１
年６月３
０日

平成２１
年６月８
日

2,448
医療保健協力団
体補助金の交付

補助金交付の
期限

平成２２
年６月３
０日

2,448
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

47 総
救急医療機関外
国籍市民対策事
業

外国籍市民が救急医療に
かかった場合の未払いに
対する救済

救急医
療機関

義
務

健康づく
り課

0
申請書類等の通知を
行ったが、申請がな
かった。

Ａ 1,000
現状維

持
なし 維持

47

救急医療機関外
国籍市民対策事
業

健康づく
り課

救急医療機関か
らの未収金の報
告、翌年度の補
助

補助金交付 随時
交付実績
なし

0

救急医療機関か
らの未収金の報
告、翌年度の補
助

補助金交付
申請から
１か月以
内

1,000
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

48 総
地域医療推進事
業

関係医療機関との連携に
よる救急医療等の地域医
療の整備及び二次医療と
の適切な連携による在宅
医療の推進

受診を
必要と
する市

民

政
策

地域医療セン
ター整備の検
討

健康づく
り課

272

協議会の開催は少な
かったが、ガイド
サービスに22件の
新規登録を行い成果
が出ている。

Ａ 240 9
地域医療セン
ター整備の検
討

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

48
地域医療推進事
業

健康づく
り課

地域医療推進協
議会

会議開催 年４回 年２回 150
地域医療推進協
議会

会議開催 年３回 240 9
地域医療セン
ター整備の検
討

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

48
地域医療推進事
業

健康づく
り課

かかりつけ医推
進に関する啓発

医療機関マッ
プ（ホーム
ページ）維持
管理

平成２２
年３月

平成２２
年３月

122 (NO.49に変更)
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実施計画

第５次実施計画

821,044 821,044 1,023,395 1,023,395

実施計画
事業名

保健福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

保健福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

49 総
かかりつけ医制
度の推進

市民が自らの健康管理や
健康状態を相談し、適切
なアドバイスを受けられ
るかかりつけ医制度の定
着を進める。

受診を
必要と
する市

民

政
策

健康づく
り課

広報紙によるかかり
つけ医制度の啓発を
行い、成果が出てい
る。

Ａ 173 3
かかりつけ医
制度の推進

未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

49
かかりつけ医制
度の推進

健康づく
り課

かかりつけ医推
進に関する検討
会の開催

開催回数 年２回 年２回
かかりつけ医推
進に関する検討
会の開催

開催回数 年２回 3
かかりつけ医
制度の推進

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

49
かかりつけ医制
度の推進

かかりつけ医推
進に関する啓発

医療機関マッ
プ（ホーム
ページ）維持
管理

平成２３
年３月

173 3
かかりつけ医
制度の推進

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 23

ガイドサービスシス
テムの検索エンジン
改修（柔道整復検索
の追加）

増
や
す

702 総
新型インフルエ
ンザ応急対策活
動

本市域及び国、県に新型
インフルエンザが発生し
た場合に、まん延を軽減
し、応急対策活動として
迅速的確に対処する。

全市民
等

義
務

健康づく
り課

5,775

新型インフルエンザ
発生前から行動計画
等を準備していたた
め、大きな成果が
あった。

Ａ 終了

702

新型インフルエ
ンザ応急対策活
動

健康づく
り課

新型インフルエ
ンザ対策行動計
画の見直し及び
関係部署との連
携強化

行動計画の見
直しと連携強
化

平成２１
年６月

平成２１
年４月

(NO.50に統合)

702

新型インフルエ
ンザ応急対策活
動

健康づく
り課

新型インフルエ
ンザ対策会議及
び連絡会議

対策会議、連
絡会議の開催

年４回
対策本部
会議
年９回

(NO.50に統合)

702

新型インフルエ
ンザ応急対策活
動

健康づく
り課

新型インフルエ
ンザ対策に関す
る啓発

リーフレット
発行

平成２１
年１１月

平成２１
年５月

728 (NO.50に統合)

702

新型インフルエ
ンザ応急対策活
動

健康づく
り課

新型インフルエ
ンザ対策に関す
る啓発

講演会開催 年１回 未開催 0

702

新型インフルエ
ンザ応急対策活
動

健康づく
り課

新型インフルエ
ンザ対策に関す
る啓発

リーフレット
等の発行

平成２１
年１０月

平成２１
年９月

848 (NO.50に統合)

702

新型インフルエ
ンザ応急対策活
動

健康づく
り課

新型インフルエ
ンザ対策に必要
な防護具等の資
機材を整備する

防護具等の整
備

随時
マスク、
消毒薬等
６回購入

4,199 (NO.50に統合)

50 総
新型インフルエ
ンザ対策事業

新型インフルエンザが発
生に伴い、感染拡大を抑
制するための対策を推進
する。

全市民
等

義
務

健康づく
り課

6,237

国の緊急経済対策を
活用して防護具等の
整備を行い、感染拡
大防止に成果があっ
た。

Ａ 4,153 6
新型インフル
エンザ対策の
整備

現状維
持

なし 維持

50
新型インフルエ
ンザ対策事業

健康づく
り課

新型インフルエ
ンザ対策行動計
画の見直し及び
関係部署との連
携

行動計画の見
直しと連携

平成２３
年３月 6

新型インフル
エンザ対策の
整備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

50
新型インフルエ
ンザ対策事業

健康づく
り課

新型インフルエ
ンザ対策本部及
び連絡会議

対策本部、連
絡会議の開
催・運営

随時 6
新型インフル
エンザ対策の
整備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

50
新型インフルエ
ンザ対策事業

健康づく
り課

新型インフルエ
ンザ対策に関す
る啓発
（補正）

リーフレット
等の発行

平成２２
年１月

平成２２
年２月

712
新型インフルエ
ンザ対策に関す
る啓発

リーフレット
等の発行

平成２２
年１０月

865 6
新型インフル
エンザ対策の
整備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

50
新型インフルエ
ンザ対策事業

健康づく
り課

新型インフルエ
ンザ対策に必要
な防護具等の資
機材を整備する
（補正）

防護具等の整
備

随時
マスク、
消毒薬等
８回購入

5,525

新型インフルエ
ンザ対策に必要
な防護具等の資
機材を整備する

防護具等の整
備

平成２２
年９月

3,288 6
新型インフル
エンザ対策の
整備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

51 総
産科医師分娩手
当補助事業

産科医等に対し分娩手当
等を支給することによ
り、処遇の改善を通じて
産科医等の確保を図る。

分娩医
療機関

等

義
務

健康づく
り課

573

適切な補助金のの支
出により、産科医師
の確保に成果をあげ
ている。

Ａ 3,332
現状維

持
なし 維持

51
産科医師分娩手
当補助事業

健康づく
り課

分娩手当を支給
する医療機関の
開設者に補助
（補正）

補助金交付の
期限

年度末
平成２２
年３月１
７日

573
分娩手当を支給
する医療機関の
開設者に補助

補助金交付の
期限

申請から
１か月以
内

3,332
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

821,044 821,044 1,023,395 1,023,395

実施計画
事業名

保健福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

保健福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

52 総
その他保健衛生
事業

各関係団体との連携、協
議を行うことによる保健
衛生に関する資質の向上

県協議
会等

義
務

健康づく
り課

722

適切な負担金の支払
いにより、保健衛生
の充実に成果をあげ
ている。

Ａ 701
現状維

持
有り 維持

52
その他保健衛生
事業

健康づく
り課 負担金の支払い 支払い回数 年３回 年３回 722 負担金の支払い 支払い回数 年３回 701 可

必
要

不
可

不
可

無 有り 23

一部の業務について
は他の業務と併せ
て、再任用職員の活
用可である

維持

53 総
地域医療セン
ター業務運営事
業

休日等の応急的な医療の
提供及び地域保健推進の
拠点の確保

応急的
医療を
必要と
する者

等

政
策

健康づく
り課

45,513

医師会等への業務委
託により、休日等の
救急医療の確保に成
果が出ている。

Ａ 45,775 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

53

地域医療セン
ター業務運営事
業

健康づく
り課

三師会への業務
委託

運営日数 年７３日 年７３日 45,513
三師会への業務
委託

運営日数 年７２日 45,775
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

703 総
新型インフルエ
ンザ対策整備事
業

本市域及び国、県におけ
る新型インフルエンザの
発生に備え、感染防止の
ための防護具等の資機材
の整備を進める

全市民
等

義
務

健康づく
り課

286
新型インフルエンザ
発生に伴い防護具の
整備が図れた。

Ａ 終了

703

新型インフルエ
ンザ対策整備事
業

健康づく
り課

新型インフルエ
ンザ対策に必要
な防護具等の資
機材を整備する

防護具等の整
備

平成２１
年９月

平成２１
年６月

286 (NO.50に統合)

704 総
地域医療セン
ター情報通信機
器整備事業

災害時や緊急時の情報通
信機器の整備

健康づく
り課

415

国の緊急経済対策を
活用しての通信機器
の整備により、緊急
時対応に成果が見込
める。

Ａ 終了

704

地域医療セン
ター情報通信機
器整備事業

健康づく
り課

情報提供、収集
のための通信機
器を整備する
（補正）

テレビ、
ファックスの
購入、設置

年度末
平成２２
年３月

415

54 総
地域医療セン
ター施設維持管
理事業

地域医療センター施設設
備の保守点検及び修繕

利用者
及び職

員

施
管

健康づく
り課

15,852
適切な事務や修繕を
行い、維持管理に成
果が出ている。

Ａ 16,904 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

54

地域医療セン
ター施設維持管
理事業

健康づく
り課

施設維持管理事
務

保守、修繕期
限

平成２２
年３月

平成２２
年３月

15,852
施設維持管理事
務

保守、修繕期
限

平成２３
年３月

16,904
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

55 総
災害時医療救護
活動事業

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による同時
多発的災害が発生した場
合に、医療救護所を設置
し、被害者の応急手当を
行う。

全市民
等

義
務

健康づく
り課

医療救護訓練やマ
ニュアルの見直しに
より、災害発生時に
成果が見込める。

Ａ #
災害時医療体
制の確立

現状維
持

なし
予算
なし

55
災害時医療救護
活動事業

健康づく
り課

医療救護所マ
ニュアルにおけ
る活動内容の検
証及び見直し

マニュアルの
検証及び見直
し

平成２１
年１２月

平成２１
年７月

医療救護所マ
ニュアルにおけ
る活動内容の検
証及び見直し

マニュアルの
検証及び見直
し

平成２２
年７月 #

災害時医療体
制の確立

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

55
災害時医療救護
活動事業

健康づく
り課

医療救護所担当
者会議

会議開催 年３回

新型ｲﾝﾌﾙ
ｴﾝｻﾞの影
響により
医師会と
調整つか
ず未開催

医療救護所担当
者会議

会議開催 年２回 #
災害時医療体
制の確立

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

55
災害時医療救護
活動事業

健康づく
り課 応急救護訓練

訓練の実施
（総合訓練・
地区訓練）

年２回

１回
（１回は
新型イン
フルエン
ザの流行
で中止）

応急救護訓練
訓練の実施
（総合訓練・
地区訓練）

年２回 #
災害時医療体
制の確立

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震・津波等
伴う諸現象による同時多
発的災害が発生した場合
に、被害を軽減し、応急
対策活動を課として迅速
的確に対処する。

全市民
等

義
務

福祉総務
課

対象となる災害発生
に備え、マニュアル
の検証等を適切に行
い成果が出ている。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

888
災害応急対策活
動

福祉総務
課

部の災害応急対
策活動マニュア
ルの検証及び見
直し等（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

平成２１
年４月

平成２１
年１２月

部の災害応急対
策活動マニュア
ルの検証及び見
直し等（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

平成２２
年６月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

821,044 821,044 1,023,395 1,023,395

実施計画
事業名

保健福祉課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

保健福祉課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

888
災害応急対策活
動

福祉総務
課

部内各班の情報
を収集、各班の
職員が不足した
場合は部内調
整、部内調整で
きない場合は災
害対策本部に応
援要請する

部内各班職員
の参集状況等
の情報収集、
部内での職員
調整、災害対
策本部に職員
応援要請

１７５名 未執行

部内各班の情報
を収集、各班の
職員が不足した
場合は部内調
整、部内調整で
きない場合は災
害対策本部に応
援要請する

部内各班職員
の参集状況等
の情報収集、
部内での職員
調整、災害対
策本部に職員
応援要請

１３５名
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

888
災害応急対策活
動

福祉総務
課

福祉会館及び平
和の礎の被害状
況調査及び応急
対策を行う

被害状況を調
査し、状況に
応じて応急判
定を依頼す
る。

随時 未執行

福祉会館及び平
和の礎の被害状
況調査及び応急
対策を行う

被害状況を調
査し、状況に
応じて応急判
定を依頼す
る。

随時
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

888
災害応急対策活
動

福祉総務
課

義援金及び見舞
金配分委員会を
設置、開催し、
義援金及び見舞
金の受け入れ、
配分を行う。

義援金等の配
分委員会を設
置、開催し、
受け入れ、配
分を行う。

随時 未執行

義援金及び見舞
金配分委員会を
設置、開催し、
義援金及び見舞
金の受け入れ、
配分を行う。

義援金等の配
分委員会を設
置、開催し、
受け入れ、配
分を行う。

随時
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

888
災害応急対策活
動

福祉総務
課

日本赤十字社に
被害状況の報
告、情報収集等
の連絡を行い、
必要な援護物資
を依頼する。

被害状況等を
報告し援護物
資を依頼し、
授受し配分す
る。

随時 未執行

日本赤十字社に
被害状況の報
告、情報収集等
の連絡を行い、
必要な援護物資
を依頼する。

被害状況等を
報告し援護物
資を依頼し、
授受し配分す
る。

随時
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

888
災害応急対策活
動

福祉総務
課

社会福祉協議会
との連絡調整を
行い、社協関係
団体による福祉
に関する援護活
動を連携して行
う。

社協関係団体
による福祉に
関する援護活
動を連携して
行う。

随時 未執行

社会福祉協議会
との連絡調整を
行い、社協関係
団体による福祉
に関する援護活
動を連携して行
う。

社協関係団体
による福祉に
関する援護活
動を連携して
行う。

随時
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

888
災害応急対策活
動

福祉総務
課

災害救助法に該
当等する場合は
災害対策本部に
おいて協議の
上、神奈川県知
事に連絡する。

県知事に報告
し、適用決定
された場合は
災害対策本部
に報告する。

随時 未執行

災害救助法に該
当等する場合
に、市災害対策
本部において協
議の上、神奈川
県知事へ適用申
請をする。

市災害対策本
部と調整を行
い、県災害対
策本部に報告
を行う。

随時
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

888
災害応急対策活
動

福祉総務
課

災害時相互協定
に基づく協定先
との連絡調整
（連携課）

担当課との連
絡調整

随時 未執行

災害時相互協定
に基づく協定先
との連絡調整
（連携課）

担当課との連
絡調整

随時
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

888
災害応急対策活
動

福祉総務
課

災害時相互協定
に基づく応援要
請（災害等発生
時）（連携課）

近隣市町及び
特例市への応
援要請に係る
担当課との調
整

随時 未執行

災害時相互協定
に基づく応援要
請（災害等発生
時）（連携課）

近隣市町及び
特例市への応
援要請に係る
担当課との調
整

随時
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

888
災害応急対策活
動

健康づく
り課

災害時相互応援
協定に基づく協
定先との連絡調
整

連絡調整 年１回

平成２２
年２月
（プレー
ト掲示）

災害時相互応援
協定に基づく協
定先との連絡調
整

連絡調整 年１回
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

888 総 庁内共通業務
内
部

福祉総務
課

40 40
現状維

持
なし 維持

999 総 部内調整事務
内
部

福祉総務
課

現状維
持

なし
予算
なし


